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１　茨城県土木部組織

（１）組　織

鉾田工事事務所

河川課

那珂川・久慈川流域緊急対
策推進室

水防災・砂防対策室

港湾課

監理課

用地課

水戸土木事務所

常陸大宮土木事務所

検査指導課 大子工務所

本　庁

出先機関

潮来土木事務所

高速道路対策室 土浦土木事務所

道路維持課

道路保全強化推進室

つくば支所

筑西土木事務所

常陸太田工事事務所

高萩工事事務所

道路建設課

県央建築指導室

港湾経営室

竜ケ崎工事事務所

常総工事事務所

営繕課 境工事事務所

流域下水道事務所

鹿島下水道事務所

（下水道事務所）

都市局

（土木・工事事務所）

住宅課

（港湾事務所）

茨城港湾事務所

日立港区事業所

大洗港区事業所

鹿島港湾事務所

都市計画課

都市整備課

市街地整備室

下水道課

建築指導課

１３課

（７室）
１５事務所

４支所
（１工務所，

１支所，

２港区事業所）
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土　木 建　築 機　械 電　気 化　学 計

監 理 課 21 8 1 9 30 30

用 地 課 10 0 10 10

検査指導課 3 16 3 19 22 22

道路建設課 5 27 27 32 32

道路維持課 12 22 22 34 34

河 川 課 9 29 29 38 38

港 湾 課 15 14 14 29 29

営 繕 課 3 15 5 6 26 29 29

都市計画課 5 10 1 1 12 17 17

都市整備課 6 16 16 22 22

下 水 道 課 8 12 1 1 1 15 23 23

建築指導課 10 2 20 1 23 33 33

住 宅 課 12 1 12 1 14 26 26

小　　　計 119 157 52 7 8 2 226 345 0 345

水 戸 土 木 26 41 1 42 68 68

常陸大宮土木 14 25 25 39 4 43

大 子 工 務 5 9 9 14 14

潮 来 土 木 6 16 16 22 22

土 浦 土 木 26 41 41 67 3 70

つ く ば 支 所 11 15 15 26 26

筑 西 土 木 12 20 20 32 2 34

常陸太田工事 8 18 18 26 26

高 萩 工 事 13 34 1 2 37 50 50

鉾 田 工 事 9 12 12 21 21

竜 ケ 崎 工 事 17 29 29 46 2 48

常 総 工 事 8 11 11 19 19

境 工 事 10 15 15 25 25

茨 城 港 湾 7 12 12 19 19

日 立 港 区 4 5 5 9 9

大 洗 港 区 3 4 4 7 7

鹿 島 港 湾 7 7 7 14 14

鹿 島 下 水 2 2 2 4 5 13 15 15

流 域 下 水 6 8 13 13 9 43 49 49

小　　　計 194 324 0 16 20 14 374 568 11 579

313 481 52 23 28 16 600 913 11 924

（市町村・団体派遣、再任用短時間職員、休職者等を除く）

合　計
技　　　　　　　　　　術

本
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
庁

合　　　　計

出
　
先
　
機
　
関

（２）令和８年度土木部職員数
（R8．4．1現在）

　　　　　　　　職　種
課・所名

事　務 一般職計 技　労

- 4 -



２　令和８年度当初予算
　（１）　茨城県一般会計　歳入歳出予算

 

　（２）　土木部一般会計　歳入歳出予算

■土木部総額
土木費 1,006 億円
災害復旧費 6 億円
公債費 5 億円
土木部歳出総額 1,017 億円

道路橋梁費  

河川海岸費  

港湾費  

都市計画費  

住宅費  

土木管理費  

災害復旧費  

公債費  

 

教育費

保健医療費

福祉費

公債費

諸支出金

土木費

商工費

警察費

農林水産業費

総務費

立地推進費

企画開発費

生活環境費
営業戦略費

その他

その他

県 債

諸収入

国庫支出金

地方交付税

県 税

一般財源

財産収入

繰入金

分担金及び負担金

使用料及び手数料

諸収入(寄附金含む）

国庫支出金

県 債

歳 入 歳 出

歳 入 歳 出

4,471億円(32.9%)

2,247億円(16.5%)

1,084億円
(8.0%)

828億円

(6.1%)

3,444億円
(25.3%)

1,461億円 (10.7%)

1,633億円(12.0%)

1,988億円(14.6%)

3,225億円(23.7%

718億円 (5.3%)

925億円
(6.8%)

441億円 (3.2%)

496億円 (3.7%)

146億円(1.1%)

434億円(42.6%)

32億円 (3.1%)

224億円 (22.1%)

35億円 (3.5%)

17億円(1.7%)

5億円 (0.5%)
1億円 (0.1%)

622億円(61.1%)

269億円
(26.4%)

49億円 (4.8%)

197億円

(19.4%)

51億円(5.0%)

41億円 (4.0%)

1,525億円(11.2%)

6億円 (0.6%)

165億円(1.2%)

〔土木部所管災害復旧費６億円含む〕

〔土木部所管

公債費５億円含む〕

1,006億円 (7.4%)

171億円 (1.4%)

13,599億

茨城県

土木部
1,017億円

958億円(7.0%)

193億円 (1.4%)
73億円 (0.5%)

46億円 (4.6%)

5億円 (0.5%)

- 5 -



（一般会計） （単位：千円）
【参考】

令和７年度 令和８年度 増減額 令和７年度

A B C=B-A 最終補正後予算額

監 理 課 3,190,269    3,754,692    564,423      3,599,172      

用 地 課 69,886       68,588       △ 1,298     56,794         

検 査 指 導 課 40,401       41,393       992          39,728         

道 路 建 設 課 29,495,347   28,838,834   △ 656,513   30,924,230     

道 路 維 持 課 31,919,094   34,002,715   2,083,621    38,101,029     

河 川 課 21,176,244   20,249,616   △ 926,628   37,518,805     

港 湾 課 5,156,597    5,178,634    22,037       5,988,382      

営 繕 課 252,333      265,054      12,721       243,224        

都 市 計 画 課 117,091      123,301      6,210        107,380        

都 市 整 備 課 2,520,724    2,526,544    5,820        2,615,723      

下 水 道 課 2,144,627    2,138,249    △ 6,378     2,103,753      

建 築 指 導 課 487,672      501,316      13,644       398,525        

住 宅 課 4,033,687    4,059,142    25,455       3,984,758      

計 100,603,972  101,748,078  1,144,106    125,681,503    

（特別会計）

港 湾 事 業 10,621,474   12,006,163   1,384,689    10,354,836     

（企業会計）
鹿島臨海都市計画
下 水 道 事 業

5,074,763    6,757,869    1,683,106    5,661,110      

流 域 下 水 道 事 業 22,843,682   25,618,107   2,774,425    27,476,039     

計 27,918,445   32,375,976   4,457,531    33,137,149     

土　木　部　計 139,143,891  146,130,217  6,986,326    169,173,488    

（３）土木部当初予算　課別一覧

区　　　　分
当　初　予　算　額
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（一般会計） （単位：千円）
【参考】

令和７年度 令和８年度 増減額 令和７年度

A B C=B-A 最終補正後予算額

補　助 23,355,402   23,667,889   312,487      26,637,043   
県　単 4,819,710    3,950,710    △ 869,000 3,055,711    

計 28,175,112   27,618,599   △ 556,513   29,692,754   
補　助 11,851,000   13,224,000   1,373,000    14,882,156   

直轄負担金 7,767,165    7,767,165    -           11,059,342   
県　単 11,187,217   11,887,217   700,000      11,187,217   

計 30,805,382   32,878,382   2,073,000    37,128,715   
補　助 35,206,402   36,891,889   1,685,487    41,519,199   

直轄負担金 7,767,165    7,767,165    -           11,059,342   
県　単 16,006,927   15,837,927   △ 169,000   14,242,928   

計 58,980,494   60,496,981   1,516,487    66,821,469   
河川事業 補　助 6,527,952    5,240,264    △ 1,287,688 12,958,264   

直轄負担金 6,628,885    6,628,885    -           16,556,581   
県　単 6,848,530    7,148,530    300,000      6,848,530    

計 20,005,367   19,017,679   △ 987,688   36,363,375   
港湾事業 補　助 1,574,574    1,540,239    △ 34,335    2,284,206    

直轄負担金 940,500      940,500      -           1,244,740    
県　単 374,051      374,051      -           352,662      

計 2,889,125    2,854,790    △ 34,335    3,881,608    
補　助 5,675        5,675        -           8,558        

計 5,675        5,675        -           8,558        
補　助 930,527      752,517      △ 178,010   1,057,631    

直轄負担金 188,987      188,987      -           146,532      
県　単 1,215,374    1,232,659    17,285       1,215,106    

計 2,334,888    2,174,163    △ 160,725   2,419,269    
補　助 936,202      758,192      △ 178,010   1,066,189    

直轄負担金 188,987      188,987      -           146,532      
県　単 1,215,374    1,232,659    17,285       1,215,106    

計 2,340,563    2,179,838    △ 160,725   2,427,827    
下水道事業 補　助 632,887      620,887      △ 12,000    447,743      

下 水 道 課 県　単 23,700       23,700       -           23,700       
計 656,587      644,587      △ 12,000    471,443      

住宅事業 補　助 1,538,786    1,386,955    △ 151,831   1,499,429    
住　 宅 　課 計 1,538,786    1,386,955    △ 151,831   1,499,429    

補　助 46,416,803   46,438,426   21,623       59,775,030   
直轄負担金 15,525,537   15,525,537   -           29,007,195   
県　単 24,468,582   24,616,867   148,285      22,682,926   

計 86,410,922   86,580,830   169,908      111,465,151  

（企業会計）
流域下水道事業　 補　助 3,142,610    6,177,751    3,035,141    6,788,516    

下 水 道 課 県　単 30,931       30,931       -           30,931       
計 3,173,541    6,208,682    3,035,141    6,819,447    

補　助 49,559,413   52,616,177   3,056,764    66,563,546   
直轄負担金 15,525,537   15,525,537   -           29,007,195   
県　単 24,499,513   24,647,798   148,285      22,713,857   

計 89,584,463   92,789,512   3,205,049    118,284,598  

（４）土木部当初予算　公共事業費一覧

都市計画課

都市整備課

区　　　　分

道

路

事

業

道路建設課

道路維持課

計

当　初　予　算　額

土 木 部 計

港　 湾 　課

河　 川 　課

都

市

計

画

事

業

計

計
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当初予算 （単位：百万円）

区分 Ｈ８当初 Ｈ10当初 Ｈ23当初 Ｈ24当初 H25当初 H26当初 H27当初 H28当初 H29当初 H30当初 R元当初 R2当初 R3当初 R4当初 R5当初 R6当初 R7当初 R8当初 R8/R7

国補公共 149,995 129,974 58,509 58,483 64,477 76,946 107,516 75,087 82,100 78,623 82,383 84,176 71,535 63,161 68,167 65,903 65,085 68,142 104.7%

直轄負担金 33,351 30,812 12,859 14,648 14,735 15,470 23,164 15,174 15,486 16,690 16,454 17,259 19,245 15,766 15,526 15,526 15,526 15,526 100.0%

補助事業 116,644 99,162 45,650 43,835 49,742 61,476 84,352 59,913 66,614 61,933 65,929 66,917 52,290 47,395 52,641 50,377 49,559 52,616 106.2%

県単公共 54,914 46,847 19,877 18,012 15,098 14,337 14,957 16,611 19,108 21,632 22,223 23,730 23,700 23,731 23,741 24,136 24,500 24,648 100.6%

土木部計 204,909 176,821 78,386 76,495 79,575 91,283 122,473 91,698 101,208 100,255 104,606 107,906 95,235 86,892 91,908 90,039 89,585 92,790 103.6%

最終予算 （単位：百万円）

区分 Ｈ８最終 Ｈ10最終 Ｈ23最終 Ｈ24最終 H25最終 H26最終 H27最終 H28最終 H29最終 H30最終 R元最終 R2最終 R3最終 R4最終 R5最終 R6最終 R7最終 R8最終 R7/R6

国補公共 153,241 207,144 101,762 97,576 80,838 77,122 110,802 87,024 96,583 96,105 132,786 128,167 91,940 93,208 94,112 90,850 95,571 105.2%

直轄負担金 35,382 59,684 22,723 24,771 17,681 20,733 29,138 20,212 19,544 18,707 27,722 31,772 23,835 25,813 27,081 27,749 29,007 104.5%

補助事業 117,859 147,460 79,039 72,805 63,157 56,389 81,664 66,812 77,039 77,398 105,064 96,395 68,105 67,395 67,031 63,101 66,564 105.5%

県単公共 59,647 50,758 21,863 17,841 15,072 15,076 16,206 18,291 20,217 22,182 25,297 21,819 23,026 25,833 28,967 23,298 22,714 97.5%

土木部計 212,888 257,902 123,625 115,417 95,910 92,198 127,008 105,315 116,800 118,287 158,083 149,986 114,966 119,041 123,079 114,148 118,285 103.6%

0
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土木部公共事業予算（当初／最終）の推移 （特別会計，企業会計

含む）

直轄負担金

補助事業

県単公共

（百万円）

（年度）
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（５）土木部公共事業予算（当初／最終）の推移 （一般会計、特別会計、企業会計の合計）
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監理課・検査指導課

茨城県土木部における「建設業の担い手の中長期的な確保・育成」に向けた主な取組
～働き方改革等の促進による建設業の魅力向上～

2026年4月

建設業就業者の高齢化に伴う大量離職等により、就業者不足が見込まれていることから、将来に亘ってインフラの整備・維持管理とその品質確

保や、災害対応など地域の安全・安心を継続的に確保するため、建設業の担い手の中長期的な確保・育成が重要な課題となっている。

背 景

取組内容

人材の確保、働き方改革に向けた取組み 省人化・省力化に向けた取組み 災害への対応

建設業団体等

との連携強化

緊急時の適切な

入札・契約

関連団体との

協定締結

随契・指名競争

入札の活用

災害時の緊急対応の

充実強化

技術職員の災害への対応力確保

長時間労働の是正

定期的かつ安定的な

休暇の確保

時間外労働の削減

建設業の魅力度向上建設業の担い手の中長期的な確保・育成

建設フェスタ

インターンシップ

現場見学会

現場体験学習

施工時期の平準化

週休２日制促進工事

仮設トイレの快適化

快適トイレ

普及促進工事

週休２日制の導入促進

人員配置等の効率化

※
女
性
も
活
躍
で
き
る
職
種
と
し
て
Ｐ
Ｒ

・ゼロ債務負担行為の活用

・余裕期間制度

・速やかな繰越手続 など

現場環境の改善 就業者の処遇改善

直接雇用の促進

雇用条件の改善

社会保険等

加入対策

ダンピング受注防止対策

・低入札価格調査制度等の活用

・総合評価方式

適正な賃金支払等

CCUS活用工事

情報通信技術の活用等

時期配分による

効率化

施工方法による

効率化

繁閑の軽減・解消

ICT機器による施工

・ICT活用促進工事

・遠隔臨場
情報共有システム

電子契約

施工手続きの

効率化

Ｉ Ｃ Ｔ（情報通信技術 ）の活用

入札参加資格での評価（インセンティブ）

適正な工期の設定

優良建設業者表彰

若年者・女性就業者の入職促進
茨城県魅力ある建設事業推進連絡会議

（ＣＣＩ茨城）

一般県民（小学生以下とその家族）向け

大学生・専門学校生・高校生向け

建設系学科の高校生・専門学校生向け

中学生向け

－凡 例－

R６品確法改正

R1品確法改正まで

オンライン電子納品

書類の簡素化・統一化
・土木工事書類標準化ガイド

・検査書類限定型工事

・国との書類様式の統一化

適正な予定価格の設定

SNSによる情報発信

給与 休暇 希望 かっこいい

新４Ｋ

女性も含めて

働きやすい

現場環境を整備

魅力発信 生産性の向上就労環境の改善（働き方改革の促進）

茨城労働局との連携

民間発注者への働きかけ

円滑な災害対応

出 前 授 業

小学生・中学生向け（未来協と合同） プレキャスト化

施工のオフサイト化
書類手続きの合理化

熱中症対策

熱中症対策費用等

の支援
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高 規 格 幹 線 道 路 等 の 整 備 状 況

【県内の高規格幹線道路等の整備概要】
◆首都圏中央連絡自動車道 ４車線化

◆東関東自動車道水戸線（潮来～鉾田）整備

県 内 区 間 延 長 開通予定

埼玉県境 ～五霞IC 約1.6km 開通済み

五霞IC ～境古河IC 約6.9km 令和8年度

境古河IC ～坂東IC 約9.1km 開通済み

坂東IC ～つくば中央IC 約19.4km 令和8年度

つくば中央IC ～つくばJCT 約4.3km 開通済み

つくば牛久IC ～牛久阿見IC 約6.1km 開通済み

牛久阿見IC ～阿見東IC 約5.9km 令和8年度

阿見東IC ～稲敷IC 約6.0km 開通済み

稲敷IC ～千葉県境 約9.7km 令和8年度

区 間 延 長 開通予定

潮来IC ～行方IC 約23.0km 令和8年度

行方IC ～鉾田IC 約7.9km 令和8年度半ば 

令和８年度までの４車線化に向けて整備中

◆スマートインターチェンジ

令和８年度の開通に向けて整備中

五
霞幸

手

鉾田

行方

潮来行方

三郷料金所ｽﾏｰﾄ

流山

柏

谷和原

谷田部

つくば牛久

牛久阿見

土浦北

千代田石岡

石岡小美玉ｽﾏｰﾄ

岩間

桜土浦

友部SAｽﾏｰﾄ

水戸

水戸北ｽﾏｰﾄ
那珂

東海ｽﾏｰﾄ

日立南太田

白
岡
菖
蒲

佐原香取

大栄

成田ＪＣＴ

茨城空港北

友
部

笠
間
西

桜
川
筑
西

真
岡

宇
都
宮
上
三
川

壬
生

都
賀栃

木
都
賀
Ｊ
Ｃ
Ｔ

栃
木

岩
舟
Ｊ
Ｃ
Ｔ

茨
城
町
西

茨
城
町
東

水
戸
南

水
戸
大
洗

ひ
た
ち
な
か

ひ
た
ち
海
浜
公
園

常
陸
那
珂
港

鹿島港

茨城港

●大洗港区

●常陸那珂港区

●日立港区

茨城空港

成田空港

北関東道

東北道

東関道水戸線

常磐道

京葉道路

東京外環

中央環状線

松尾横芝
宮野木ＪＣＴ

京葉ＪＣＴ

高谷ＪＣＴ

三郷南

大泉ＪＣＴ

（仮）中央ＪＣＴ

(仮）東名ＪＣＴ

東水戸道路

常陸那珂有料道路

阿見東

坂
東

常
総

境
古
河

つ
く
ば
中
央

久
喜
白
岡
Ｊ
Ｃ
Ｔ

首

つ
く
ば
西
ス
マ
ー
ト

(

仮)

笠
間
Ｐ
Ａ

ス
マ
ー
ト
Ｉ
Ｃ

都圏中央連絡
自

動車道

東関東自動車道水戸線 潮来

稲敷東

稲敷

神崎

下総

大栄ＪＣＴ

茨
城
町
Ｊ
Ｃ
Ｔ

つ
く
ば
Ｊ
Ｃ
Ｔ

友
部
Ｊ
Ｃ
Ｔ

三郷ＪＣＴ

川口ＪＣＴ

令和８年度開通見込み

常陸那珂港山方線
（水戸外環状道路）

坂
東
ＰＡ

圏央道４車線化事業

東
関
道
水
戸
線
整
備
事
業

（仮）行方PA

(仮称)鹿行南部道路

茨城北部幹線道路

(仮)土浦スマートIC

圏央成田

多古

(仮)千代田ＰＡスマートIC

つくばみらい
スマートIC

(仮)守谷ＳＡスマートIC

県内５ヵ所で開通に向けて整備中

名称 路線 整備状況

つくばみらいスマートIC 常磐道 令和8年秋開通予定

（仮称）笠間PAスマートIC 北関東道 事業中

(仮称)千代田PAスマートIC 常磐道 事業中

（仮称）守谷SAスマートIC 常磐道 事業中

（仮称）土浦スマートIC 常磐道 事業中

Ｒ８．４現在
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防災・減災対策の取組（道路）

近年の激甚化・頻発化する災害や急速に進む施設の老朽化等に対応するべく、昨年

６月に国が閣議決定した「第１次国土強靱化実施中期計画」に基づく予算等を活用

し、災害に強い県土づくりを進める。

道路法面・盛土対策

災害に強い道路ネットワークの構築

道路冠水の発生箇所や排水機能不良
箇所に対し、冠水対策を推進

新たに把握された災害リスク箇所
に対し、法面・盛土対策を推進

予防保全型道路メンテナンスへ早期に移行するため、定期点
検等により確認された修繕が必要な道路施設（橋梁、トンネ
ル、舗装、道路附属物）の対策を集中的に実施

道路の冠水対策

道路機能の強化のため、橋梁の耐震化や幹線道路の整備

などを推進

道路の防災・減災対策 道路の老朽化対策
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河川・海岸等における防災・減災対策について

②河川・海岸・土砂災害防止施設等の計画的な整備

①流域治水対策の推進
あらゆる関係者（国、県、市町村等）が協働し流域全体で浸水対策を実施

①河川情報等の提供
住民の迅速な避難のため水位計・カメラを設置

ハード対策 ソフト対策

■氾濫をできるだけ防ぐ対策
・堤防整備、河道掘削、遊水地整備、
ダムの事前放流 など

■被害対象を減少させる対策
・土地利用規制・誘導
（災害危険区域、立地適正化計画） など

■被害軽減対策
・水位計・監視カメラの設置 など

ダムの事前
放流

排水施設の
整備

遊水地整備

堤防整備

河道掘削

土地利用の
規制・誘導

雨水貯留施設
の整備

磯浜海岸（大洗町）

②洪水浸水想定区域図の公表
全ての県管理河川において、令和７年３月までに公表

花貫ダム（高萩市）

ダム（設備更新）

河川の水位情報等の取得

インターネットを活用したリアルタイムの河川情報の提供

河川監視
カメラ

水位計

雨量・水位情報 河川監視カメラ画像

恋瀬川（石岡市）

河川（河道掘削） 海岸（養浜）

急傾斜（法枠工）

武井１地区（鹿嶋市）
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港 湾 課 の 主 要 事 業
港湾課

地域の基幹産業の競争力強化を支える港湾整備を進めるとともに、定期点検で劣化が著しいと診断された港湾施設

の老朽化対策や、大規模災害への対応に向けた防災・減災対策を推進することを目的とする。

「新しい安心安全」

災害・危機に強い県づくり 活力を生むインフラと住み続けたくなるまち

「新しい夢・希望」

防波堤の改良

・茨城港日立港区 防波堤（沖・東）

・茨城港大洗港区 防波堤（沖）

防潮堤の整備

・鹿島港海岸

ふ頭用地の整備

・茨城港常陸那珂港区

防波堤・岸壁の整備

・茨城港常陸那珂港区 防波堤（東）

・茨城港常陸那珂港区 -14m岸壁

・鹿島港 防波堤（中央）

・鹿島港 防波堤（南） ほか

老朽化対策

・茨城港日立港区 -9m岸壁

・鹿島港 船だまり ほか

鹿島港海岸（日川地区海岸）

首都圏のニューゲートウェイ創出のため、防波堤や岸壁の整備を進

め、経済産業を支える物流拠点としての港湾機能の強化を推進する。

工業用地の造成

・茨城港常陸那珂港区

老朽化が進む公共インフラの現状を踏まえ、適切な維持管理や効率

的・効果的な老朽化対策を推進する。

大規模災害への対応に向けた防災・減災対策を推進する。

航路・泊地の埋没浚渫

・茨城港日立港区

・茨城港大洗港区 ほか

茨城港常陸那珂港区（中央ふ頭地区） 茨城港常陸那珂港区（中央ふ頭地区）

日立港区（-9m岸壁） 大洗港区（航路）

鹿 島 港

防波堤（南）

防波堤（中央）

嵩上げ
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令和７年度の茨城港へのクルーズ船寄港実績

乗客定員スケジュール船 名期 日

458横浜～広島～釜山～境港～敦賀～富山～酒田～函館～釧路
～常陸那珂～横浜シーボーン・クエスト4月12日

746東京～常陸那珂～宮古～室蘭～青森～(中略)～バンクーバーセブンシーズエクスプローラー4月27日

228横須賀～大洗 ～仙台～函館～秋田～新潟～佐渡島～金沢～境港
～釜山～(中略)～東京シーニック・エクリプスⅡ5月5日

696東京～常陸那珂～宮古～函館～室蘭～(中略)～サンフランシスコセブンシーズマリナー5月15日

2,706横浜～鹿児島～釜山～秋田～青森～常陸那珂～横浜ダイヤモンド・プリンセス8月4日

1,250シアトル～(中略)～函館～宮古～常陸那珂～横浜リビエラ10月6日

458バンクーバー～(中略)～釧路～函館～宮古～石巻
～常陸那珂～横浜シーボーン・クエスト10月11日

684東京～大洗～仙台～宮古～釧路～室蘭～青森～酒田～金沢
～釜山～東京レガッタ3月23日

乗客定員スケジュール船 名期 日
392大洗～函館～礼文島～小樽にっぽん丸8月25日

392（横浜～）大洗～大船渡～大洗にっぽん丸9月27日
9月29日

392大洗～終日航海～大三島～福江島～屋久島～新宮～大洗にっぽん丸9月29日
10月5日

744横浜～常陸那珂～仙台～横浜飛鳥Ⅲ11月5日

744大阪～常陸那珂～横浜飛鳥Ⅲ3月19日

392仙台～小笠原～大洗にっぽん丸3月25日

392大洗～熱海～大洗（～小笠原～横浜）にっぽん丸3月25日
3月27日

【外国クルーズ船】 計８回（常陸那珂６回、大洗２回）

【国内クルーズ船】 計７回（常陸那珂２回、大洗５回）
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１　工事件数及び工事額等の推移（直近５ヶ年）

注）

２　主な工事等の内容

①

②

③

④

⑤

R７－９
債務
3,556

予算

R８－９
債務
2,822

R８－９
債務
1,217

R８－９
債務
1,170

R８－９
債務
1,340

工事概要

特別支援学校の施設整備

産業技術専門学院の再編に伴う
施設整備

施設の老朽化に伴う建替え工事

施設の老朽化に伴う建替え工事

施設の老朽化に伴う建替え工事

神栖市

水戸市

古河市

潮来市

つくば市

94       

つくば保健所改築工事

R ８ 8,162   

工事 設計等

件数 工事額 (百万円)

工事場所

20,579    

81        

11,652  

14        

11,467 

99        98        197      

184      

51        125      

627      

3,586   9,596     157      429      

31       950      3,127   4,077     24       

160     

194      

736     

16,331    

5,805   5,529   174      

一般 学校

16,502    136      

9,112   

747      

計 一般
件数

学校 計

4,679   206      

208      7,561     4,669   2,892   103       

787      202      11,334    

79        156      6,010   

　　　　令和８年度 営繕課の主要事業等について

工事等名

（仮称）神栖特別支援学校
新築工事

（仮称）水戸産業技術専門学院
実習棟新築工事

古河保健所新築工事

潮来保健所新築工事

8,340   

R ５

R ４

77        

R ６

R ８ 計

R ７繰

74        

60        

95        

34        

17        

R ７ 79        

委託額
(百万円)

「一般」は知事部局等所管分、「学校」は教育庁財務課所管分
R4～R7は発注件数、R8は施設所管課等からの依頼件数
R4～R6は決算額、R7は決算見込額（R7.3末時点）、R8は予算（依頼）額
繰越・債務工事の件数は複数年度に重複計上、工事額は年度所属金を振り分けて計上

542      

① （仮称）神栖特別支援学校

新築工事

⑤つくば保健所改築工事

② （仮称）水戸産業技術専門学院
実習棟新築工事

④潮来保健所新築工事

③ 古河保健所新築工事
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都市をめぐる社会経済情勢の変化などを踏まえ、概ね５年ごとに

実施している都市計画基礎調査の結果等をもとに、都市計画区域

の将来像とその実現に向けた都市計画の方針を示す都市計画区域

マスタープラン（区域マス）と市街化区域の見直しを行う。

※第９回は区域マスに県土マスを統合し、改定を行う。

【 県内の都市計画区域 指定状況 】 計29区域

都市計画の体系と区域マスタープラン定期見直し

<第９回定期見直し>（予定）

・R７～ 都市計画変更手続き

・R８ 都市計画審議会（７月）、都市計画決定（９月）

【都市計画の体系】

【定期見直し】

県土マスと区域マスを統合
＋

５圏域（総合計画と同じ）に広域化

凡 例

茨城県都市計画マスタープラン（県土マス）
H21策定

県北圏域

県央圏域
県西圏域

県南圏域

鹿行圏域

都市計画法に基づくマスタープラン

市町村マスタープラン（市町村マス）
＜都市計画法第18条の２＞

立地適正化計画
＜都市再生特別措置法第81条＞

即す 反映
区域区分

地域区分

都市施設

地区計画等

都市計画区域マスタープラン（区域マス）
＜都市計画法第６条の２＞ R3.9策定
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2.県管理下水道施設の概要1.令和８年度下水道実施状況

(R8.4.1現在)茨 城 県 の 下 水 道 事 業 実 施 状 況

事業名
霞ケ浦湖北
流域下水道

霞ケ浦常南
流域下水道

那珂久慈
流域下水道

霞ケ浦水郷
流域下水道

利根左岸
さしま

流域下水道

処理場名
霞ケ浦
浄化ｾﾝﾀｰ

利根
浄化ｾﾝﾀｰ

那珂久慈
浄化ｾﾝﾀｰ

潮来
浄化ｾﾝﾀｰ

さしま
ｱｸｱｽﾃｰｼｮﾝ

計画人口 245千人 419千人 388千人 24千人 50千人
供用開始 S54.1 S51.6 H1.4 S61.4 H9.6

事業名
鬼怒小貝
流域下水道

小貝川東部
流域下水道

那珂久慈
ﾌﾞﾛｯｸ

広域汚泥

鹿島臨海
都市計画
下水道

処理場名
きぬ

ｱｸｱｽﾃｰｼｮﾝ
小貝川東部
浄化ｾﾝﾀｰ

(那珂久慈
浄化ｾﾝﾀｰ)

深芝処理場

計画人口 86千人 49千人 ― 74千人
供用開始 H11.7 H15.4 H10.4 S45.9

(下水道
 計画なし)

供用開始市町村 43市町村（大子町除く）

関連市町村数
32市町村

小貝川東部
浄化ｾﾝﾀｰ

県西浄化ｾﾝﾀｰ
きぬｱｸｱｽﾃｰｼｮﾝ

さしまｱｸｱｽﾃｰｼｮﾝ

利根浄化ｾﾝﾀｰ

流域下水道事務所
霞ケ浦浄化ｾﾝﾀｰ

那珂久慈浄化ｾﾝﾀｰ

潮来浄化ｾﾝﾀｰ

鹿島下水道事務所
深芝処理場

流域下水道等

霞ケ浦
水郷
(2市)

利根左岸
さしま
(3市町)

鬼怒
小貝
(4市町)

小貝川
東部
(4市)

霞ケ浦
常南
(6市町)

鹿島臨海
都市計画下水道

(2市)

那珂
久慈
(9市町村)

霞ケ浦
湖北
(5市町)

（雨水計画
のみ）

焼却炉（対策前） 焼却炉（対策後）

下水道管（対策前） 下水道管（対策後）

3.下水道の耐震化・老朽化対策
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木造住宅の耐震化促進について
背景

近年、全国各地で大規模地震に伴う木造住宅の倒壊が相次いでおり、今後も地震の発生が切迫していると指摘される中、いつどこで発生

してもおかしくない災害から県民の生命と財産を守るため、木造住宅の耐震化を一層促進することが重要な課題となっている。

●所有者への直接的な働きかけ
固定資産税の納税通知書へのチラシ同封や
戸別訪問による建物所有者への直接的なPR

耐震診断を無料～数千円程度で
実施できるよう補助

取組内容

●耐震診断

支援制度の充実

耐震改修工事を行う場合、
最大115万円を補助

住みながら短期間で安価に工事
可能な「低コスト工法」も補助

●耐震改修、総合支援（設計＋改修）

寝室など一室だけを耐震化する
「耐震シェルター」も補助

●耐震シェルター

普及啓発の強化

●防災啓発イベントへの出展
ストローハウスの製作を通して地震に強い
家を学ぶワークショップ等を実施

制度概要

所有者負担補助率市町村数

―４/４４３耐震診断

７７％２３％１３耐震改修

１/５４/５２９総合支援

１/５４/５４耐震シェルター

・耐震化に係る補助は国・県・市町村が負担
※市町村が補助する場合、国及び県が支援

▲耐震診断士による調査 ▲筋交い補強 ▲低ｺｽﾄ工法による補強（壁、天井撤去不要）

▲防災イベント

▲耐震シェルター事例

▲チラシ例

●情報発信の充実
県広報紙や新聞、SNSや動画作成など県民
向けの情報発信の機会を充実

▲ブレース補強
12



令和８年度の県営住宅の整備・維持保全について

桜川西アパート

桜川西アパート

：建替 ：長寿命化

（桜川西アパート105・106号棟建替工事 完成写真）

小野崎アパート

大島アパート

東山アパート

桜ヶ丘アパート

ひたちなかアパート

百合ヶ丘アパート

双葉台アパート

石川アパート

牛堀アパート

建設場所 事業年度

 水戸市 Ｒ７～Ｒ８

 ひたちなか市 Ｒ８～Ｒ９

公営住宅長寿命化工事  つくば市他 Ｒ８ 小野崎アパート他7団地 　長寿命化（外壁、防水改修等）124戸

 桜川西アパート108号棟

 大島アパート4号棟

団地名（棟名） 概 要

公営住宅建替工事
　鉄筋コンクリート造4階　20戸

　鉄筋コンクリート造4階　24戸
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